
Ⅷ 安全安心な暮らしを守る 

１ 防災対策の推進 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

273 消防職員・消防団

員活動強化事業 

73,029 消防活動の充実強化や地域防災力の向

上を図るため、消防職員や消防団員の教

育訓練、消防操法大会等を実施 

・消防団の加入促進、知名度向上・イメ

ージアップを図るための広報事業 

・消防団員研修の実施 

・消防団員訓練へのインストラクター

派遣 

防災部 
[消防総務課] 

274 防災情報システム

整備事業 

407,500

［うち補正］

407,500

地震発生時に、安定的かつきめ細かな

震度観測、観測データの確実な伝送がで

きるよう、機器の更新、伝送データの大容

量化等を行い、震度情報ネットワークの

機能を強化 

・震度計の更新 

・県と消防庁間等のネットワーク設備

の更新 等 

防災部 
[消防総務課] 



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

275 震災・風水害等災

害対策事業 

76,175 地域防災計画等の実効性を高めるた

め、市町村や地域住民と一体的に災害に

備えた対策を実施 

①防災訓練の実施（情報伝達、避難訓

練、応急対策等） 

・住民が主体となった避難所運営を

想定した実働訓練 

・中国５県共同防災訓練 

②防災研修の開催等 

・地域防災人材育成研修 

・自主防災組織のリーダー等への研

修や防災安全講習 

・自主防災組織の中心的な役割を担

う防災士を養成するため、市町村

と連携して防災士養成講座を開催 

 ［受講対象者］ 

   地域住民等 

 ［負担割合］ 

   県 1/2・市町村 1/2 

 ③防災備蓄物資の更新・補充 

防災備蓄物資整備計画で想定する

備蓄物資の更新・補充を実施 

 ④市町村等の防災力向上支援 

・災害時における住家被害の認定に

関する研修 

・三瓶山の情報共有のための講演会

等の開催 

・被災地に派遣する職員等を対象に、

避難所運営等の実践的な研修を実

施 

 ⑤被災世帯の生活再建支援 

被災世帯に住宅の補修等に係る支

援金を支給した市町村に対し、当該

支援金の一部を支援 

防災部 
[防災危機管理

課]



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

276 原子力防災・安全

対策事業 

1,379,033 万一の原子力災害の発生に備え、原子

力防災資機材の整備、環境放射線等監視、

住民避難体制等を充実 

①原子力防災資機材の整備 

緊急時に備え、防護服、防護マス

ク、個人線量計等の防災資機材を整

備 

②モニタリング機能の強化 

放射線・放射性物質測定機器の更

新 

③２県６市による防災訓練の実施 

初動対応、住民避難、緊急時モニタ

リング等 

④普及啓発の実施 

広報誌やパンフレット等の作成配

布、講演会の開催等 

⑤県立浜山公園体育館（カミアリーナ）

の環境整備          【新規】

   原子力災害時に、職員が業務を行

う環境を整備 

防災部 
[原子力安全対 

策課]

277 島根県原子力防災

安全等対策交付金 

249,788  島根原子力発電所の立地市及び周辺３

市が実施する原子力防災安全、地域振興、

住民福祉の向上に資する対策を支援 

［交付額］ 

・核燃料税収入額に対して、以下の交

付割合により算定した額 

・ただし、周辺３市については、交付

割合で算定した額が以下の基本額

を下回る場合には、基本額を交付 

               【拡充】

〔交付割合〕 〔基本額〕

    松江市  12％ 

    出雲市  ４％   ８千万円 

    安来市  ２％   ４千万円 

    雲南市  ２％   ４千万円 

地域振興部 
[地域政策課] 



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

278 新規 原子力災害時等に

おける避難車両の

維持・確保事業 

14,332  原子力災害時等において、住民等の輸

送業務を担うバス事業者に対して、車両

の維持経費の一部を助成 

［助成対象者］ 

  ・避難輸送等にかかる協定を締結し

ている（一社）島根県旅客自動車協

会の会員事業者 

［助成対象経費］ 

  ・貸切バスの維持経費 

［助成額］（定額） 

  ・大型バス ５万円／台 

 ・中型バス ４万円／台 

 ・小型バス ３万円／台 

地域振興部 
[交通対策課]

279 新型インフルエン

ザ等対策事業 

204,859 新型インフルエンザ等の感染症発生時

に適切に対処するための体制整備 

①初動対応体制の確保 

帰国者接触者相談センターの設置、

ウイルス検査及び感染拡大防止対策

経費 

②空床確保 

県の要請により重症患者等の受入 

  れのために空床を確保した医療機関 

を支援 

③備蓄物品の更新 

発生に備え備蓄している防護服等

の更新 

健康福祉部 
[感染症対策室]

280 風雪害等による農

業施設等復旧対策

事業 

402,557 風雪害等に備え、農業施設等の復旧費

に対する助成額を計上（№23 再掲） 

農林水産部 
[農畜産課]

281 道路整備事業（落

石対策） 

2,578,375

［うち補正］

1,090,856

道路の安全を確保するため、「落石に係

る道路防災計画」に基づく対策等を実施

［主な対策等］ 

・道路斜面点検及び危険な石の除去 

・落石防護網等の設置 

土木部 
［道路維持課］ 

282 河川整備事業（江

の川流域浸水対

策） 

558,250  近年の豪雨災害により幾度も浸水被害

を受けた地区の再度被災を防ぐため、江

の川支流県管理河川の河道拡幅、築堤、樋

門整備等を実施 

土木部 
[河川課]



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

283 水防情報システム

整備事業 

34,000 雨量や河川の水位、ダムの流入量など

のデータを一元的に管理し、関係機関及

び県民へ水防情報を提供するシステムを

更新整備 

［事業期間］Ｈ29～Ｒ５ 

土木部 
[河川課]

284 県管理河川へのカ

メラ及び水位計の

増設 

100,000 近年頻発する大雨災害等から住民の安

全を守るため、県管理河川のカメラ及び

水位計を増設 

［事業期間］Ｒ４～５ 

［設置箇所］ 

Ｒ３災で浸水被害のあった箇所を

中心に設置 

土木部 
[河川課]

285 中小河川における

浸水想定区域図の

作成 

150,000 水防法の改正により、浸水想定区域の

指定対象がこれまでの大規模河川のみか

ら中小河川を含む全河川へ拡大されたこ

とに伴い、県内 595 河川の浸水想定区域

図を作成 

［事業期間］Ｒ３～４ 

土木部 
[河川課]

286 新規 ＰＣＢ含有塗膜処

理事業（ダム） 

200,000 県管理ダムにおいて、ＰＣＢ含有塗膜

が塗装されている放流ゲート等につい

て、法律上の期限である令和９年３月ま

でに塗膜の剥取・処分、再塗装を実施 

［事業期間］Ｒ４～８ 

土木部 
[河川課]

287 土砂災害予警報シ

ステム再開発事業 

142,800 土砂災害危険度情報や土壌の雨量など

のデータを一元的に管理し、関係機関及

び県民へ情報提供するシステム等を更新

整備 

［事業期間］Ｈ30～Ｒ４ 

［Ｒ４実施内容］観測施設の更新整備 

土木部 
[砂防課]



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

288 防災集団移転促進

事業支援交付金 

3,840 住民の生命等を災害から保護するた

め、浸水想定区域並びに土砂災害警戒区

域及び土砂災害特別警戒区域内にある住

居を対象に国の防災集団移転促進事業を

実施する市町村の取組を支援 

［事業主体］市町村 

［対象区域］ 

・浸水想定区域 

・土砂災害警戒区域又は土砂災害特

別警戒区域       【拡充】

［交付要件］ 

対象家屋（対象５戸以上）の移転先

が同一市町村であること 

［交付率］市町村の実負担額の 1/2 

［交付上限額］250 万円／戸 

土木部 
[都市計画課]

289 木造住宅耐震改修

等事業 

6,378 国の新耐震基準導入（昭和 56 年）以前

に建築された木造住宅の耐震化を促進す

るため、補強計画策定や改修等の経費を

助成 

［実施主体］市町村 

［上限額］ 

・補強計画策定   100,000 円／戸 

・耐震改修・建替え 209,000 円／戸 

・解体       100,000 円／戸 

・総合的支援（設計・耐震改修等） 

250,000 円／戸 

土木部 
[建築住宅課]



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

290 要安全確認計画記

載建築物に対する

耐震診断・改修助

成事業 

46,328 地震災害時に人命救助活動等に必要な

物資、要員等の広域的な緊急輸送を行う

道路を閉塞させる恐れがある建築物の耐

震診断及び改修等に要する経費の一部を

助成 

［実施主体］市町村 

［対象施設］ 

国の新耐震基準導入（昭和 56 年）

以前に建築され、県及び市町村の耐

震改修促進計画において指定した緊

急輸送道路沿いで道路を閉塞する恐

れがある建築物 

①耐震診断助成 

［負担割合］ 

国 1/2・県 1/4・市町村 1/4 

［上限額］ 

1,050円／㎡～3,670円／㎡以内

②耐震改修等助成 

［負担割合］ 

   国 2/5・県 1/6・市町村 1/6・ 

事業者 4/15 など 

 ［上限額］ 

   住宅   34,100 円／㎡以内 

   住宅以外 51,200 円／㎡以内 

（Is 値 0.3 未満の場合：56,300 

円/㎡） 

土木部 
[建築住宅課]

291 ブロック塀等の安

全確保事業 

3,168 地震発生時におけるブロック塀等の倒

壊または転倒による災害を防止するた

め、危険性の高いブロック塀等の撤去等

に要する経費の一部を助成 

［実施主体］市町村 

［対象経費］ 

県・市町村が指定する避難路等に

面している危険性が高いブロック塀

等の撤去費（撤去後に安全なフェン

ス等を設置する経費を含む） 

［県助成上限額］66,000 円／１件 

［負担割合］ 

国 1/3・県 1/6・市町村 1/6・ 

所有者 1/3 など 

土木部 
[建築住宅課]



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

292 老朽危険空き家除

却支援事業 

15,500 老朽危険空き家の除却を促進するた

め、除却費用の一部を助成 

［実施主体］市町村 

［対象施設］ 

住宅地区改良法に規定する不良住

宅のうち、倒壊した際に、前面道路ま

たは隣地へ影響を及ぼす恐れがある

老朽危険空き家 

［県助成上限額］30 万円 

［負担割合］ 

国 2/5・県 1/5・市町村 1/5・ 

所有者 1/5 など 

土木部 
[建築住宅課]


